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各府省庁との意見交換における説明資料  

【国立健康・栄養研究所】  
                                                                       

 

①  移転により期待される効果として、「県民の平均寿命や健康寿命の  

延伸を目指した取組の強化や、保健機能食品など健康関連商品の開 

発促進が期待される」とあるが、研究所のどのような機能・研究を

想定しているのか具体的に説明すること。  

【回答】  

● 臨床栄養研究部メタボリックシンドローム研究室における、糖尿病

等に関するコホート研究と、本県における魚沼臨床研究センター（新 

潟大学医学部講座：新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院  
の敷地内に設置）が移転周辺地域で実施しているコホート研究との  
連携により、研究データの共有や研究内容の充実が期待できる。  

 

● 栄養疫学研究部食事摂取基準研究室における、食事摂取基準のエビ 

デンス構築と、本県における「にいがた減塩ルネサンス運動」の連  
携により、本県運動のブラッシュアップや、県民の高血圧、胃がん  
の罹患率の早期低下が期待できる。  

 

● 食品保健機能研究部食品分析研究室が持つ食品成分の分析機能と、

本県における「健康ビジネス連峰政策」（健康・福祉・医療関連産業 

の振興）との相乗効果により、保健機能食品等の開発促進が期待され

る。  
 

 

② 魚沼版ＣＣＲＣに関して、研究所のどのような機能・研究を想定し  

  ているのか説明すること。  

【回答】  

● 健康増進研究部身体活動評価研究室における、生活習慣病やがん発

症と身体活動・運動習慣との関連を明らかにするコホート研究等に  
おいて、健康増進に取組むアクティブシニアを対象とすることにより、

地域のＣＣＲＣへの取組に対する効果が検証できる。  
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③  現在、土地・建物すべて国有財産の無償貸与を受けており、移転後 

 においても新たな財政負担の発生は法人の機能が低下するので移転 

 は困難だが、法人に新たな財政負担が発生しない提案は県としてあ 

 りうるか。  

【回答】  

●   本県においては、南魚沼市大和庁舎など２箇所の候補地を提案して 

  いるところであるが、地方が提案したそれぞれの移転先候補地に対 

  し、国（機関）として具体的な条件を示さない中では、移転に伴い新   
たな費用がどの程度発生するのか、全くわからない状況である。  

法人としては新たな財政負担はしないという前提に立つのであれ

ば、まずは、移転に要する費用を含めて、移転に伴い新たに発生す

る費用について、国において国と地方の負担に関する基本的な考え

方を明確に示していただきたい。  
また、具体的な検討に当たっては、国として、施設等の改築や建

設等に関する具体的な条件や必要となる全体額について、その根拠

を含めて示していただくことが必要である。  
  上記の前提条件が整えば、財政負担の課題についても、県としては

市町村と相談しながら検討し、国とも協議をしてまいりたい。  
    
 

④  提案書を見る範囲では、施設を移転しなくとも当該テーマに係る 

地元研究機関との共同研究などによって目的は達成しうると考えて

いる。ただし、企業との共同研究については、企業の有する研究成

果をもとに当該企業との間で共同研究が可能であるかを判断してい

る。研究所のミッションを踏まえた上でこのような対応が可能な企

業がどの程度集積しているのか説明すること。  

【回答】  

● 本県の「健康ビジネス連峰政策」に協力している（一社）健康ビジ 

ネス協議会の会員企業・団体は、平成 27 年 11 月現在で 160 社・団体

となっている。特に、保健機能食品や機能性災害食を中心とした食品

のほか、健康・福祉・医療に関連する新商品・新サービスの開発につ

ながる共同研究や連携のベースは確保できるものと考えている。 



国立健康・栄養研究所の

地方移転に係る提案
（健康・栄養ルネサンス新潟プラン）

２０１５年８月 新潟県

関係市：南魚沼市
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○新幹線２路線（上越新幹線、北陸新幹線）

○高速道５路線（関越、北陸、磐越、上信越、日本海東北）

○新潟空港 国内線：札幌、佐渡、成田、名古屋（中部国際、小牧）、大阪、福岡、沖縄（那覇）

国際線：ハバロフスク、ウラジオストク、ソウル、上海、ハルビン、グアム

日本海側における国内・東アジア地域との交流拠点

■ 充実した高速交通ネットワークが国内、東アジア地域との交流活動を推進している
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○国内屈指の食料基地 ※平成27年4月24日県統計課更新データ

【全国第１位】 【全国第２位、第３位】

・水稲収穫量 656,900t（平成26年） ・西洋なし出荷量 1,800t（平成26年）

・枝豆作付面積 1,580㏊（平成25年） ・栽培きのこ類産出額 400億円（平成25年）

・なす作付面積 649㏊（平成25年) ・清酒出荷額 467億円（平成25年）

・水産練製品の出荷額 357億円（平成25年）

○健康づくりに活用できる自然フィールド ※平成27年4月24日県統計課更新データ

【全国第１位】 【全国第３位】

・自然公園面積 316,891㎞（平成27年３月）・温泉地の数 150か所（平成26年３月）

○研究・教育機関

・新潟大学医学部、新潟大学地域医療教育ｾﾝﾀｰ・魚沼基幹病院 ➟ 疫学研究の新拠点

・新潟大学歯学部、日本歯科大学新潟生命歯学部 ➟ 歯科、口腔ケアの推進

・新潟県立大学、新潟医療福祉大学、北里大学保健衛生専門学院 ➟ 管理栄養士の養成

・健康づくり・スポーツ医科学センター ➟ 健康づくり指導者の養成（平成14年度～）

○施策を推進するマンパワー

・行政栄養士 138人：行政栄養士１人当たりの人口 11,318人（全国第８位 平成24年度）

・新潟県食生活改善推進委員 4,063人（平成26年度）※厚生労働省健康局「地域における行政栄養士による健康づくり及び

栄養・食生活の改善の基本指針」を実践するための資料集より引用

健康・栄養の調査研究における新潟の優位性 ①

■ 調査研究のための「資源」が豊富である
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○県民健康・栄養実態調査

生活習慣の状況や健康格差の実態等を把握し、健康にいがた21等の本県独自計画の評価

指標の進行管理等に必要な基礎資料を得るため、昭和40年からおおむね３年ごとに身体活

動・運動、食生活、喫煙、飲酒、歯の健康等について調査を実施している。

○にいがた減塩ルネサンス運動（平成21年度から平成30年度まで）

本県の健康課題である胃がん・高血圧対策として、乳幼児期から高齢期までを対象にし

た減塩（食生活改善）の取組。取組の企画・計画・実施・普及活動が評価され、今年６月、

日本心臓財団小林太刀夫賞を受賞した。

また、当該取組は、厚生労働省健康局主催の都道府県等栄養施設担当者会議（平成26年

７月開催）において紹介（資料配付）されている。

○新潟大学地域医療教育センター魚沼基幹病院等でのコホート研究等

本県では平成５年から、長岡市小国地域において国立がんセンター「他目的コホートに

基づくがん予防など健康の維持・増進に役立つエビデンスの構築に関する研究」が行われ

ているが、今年６月に開院した新潟大学地域医療教育センター魚沼基幹病院では、魚沼地

域をフィールドとしたコホート研究や医療、検診データの一元化が行われる予定。

本県の５年前の常住地別人口の割合は、転入率3.7％（全国３番目）、転出率3.4％（全

国２番目）と低く、研究の適地である。 ※総務省統計局「平成22年国勢調査移動人口の男女・年齢等集計結果」より引用

健康・栄養の調査研究における新潟の優位性 ②

■ 研究所とのマッチングにより国民の健康寿命延伸に貢献できる取組がある
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○健康危機管理体制、危機管理対応力

・「新潟県災害時栄養・食生活支援活動ガイドライン」の策定（平成18年３月）

・「にいがた災害食レシピ」の作成（平成27年３月）

・本県行政栄養士による日本災害食学会等での研究発表

・県内企業が有する高い食品加工技術を活用し、多くの災害食を開発

中越大震災(平成16年）と中越沖地震（平成19年）という２度の大地震を経験

震災時の支援活動ノウハウが、東日本大震災や今後の災害時対応に貢献

○健康・福祉・医療関連産業の振興

新潟県では、健康・福祉・医療関連分野で付加価値の高いビジネスが多数輩出される

よう、平成18年２月より「健康ビジネス連峰政策」を推進している。

平成21年10月に県内で発足した民間経済団体「一般社団法人健康ビジネス協議会」等

の協力の下、病院等を含む多様な主体による連携を促し、商品開発に必要な経費の助成

等、事業化への支援を行っている。

健康・栄養の調査研究における新潟の優位性 ③

■ 健康危機管理と健康ビジネスを推進できる地盤がある
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移転候補地（南魚沼市）

【上越新幹線】

東京駅から浦佐駅まで 約1時間30分

【関越自動車道】

練馬ＩＣから大和SICまで約2時間15分

周辺エリアには、魚沼基幹病院、北里大学保健衛生専
門学院のほか、国際大学、国際情報高校、大和中学校、
浦佐小学校といった教育機関や、大和ＳＩＣ、浦佐温泉、ホ

リカフーズ（株）水の郷工場等がある。

新潟大学地域医教育センター
魚沼基幹病院

北里大学保健衛生専門学院

候補地：浦佐駅周辺
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移転効果１ 健康寿命の延伸に向けた「にいがた減塩ルネサンス運動」の推進

●新潟のメリット

・厚生労働省や生活習慣

病予防に取り組む医師、

専門機関等から評価され

ている取組が、研究所と

の協働によりブラッシュ

アップされる。

・県民の高血圧や胃がん

の罹患率の早期低下が期

待できる。

●国（研究所）のメリット

・日本人の食生活の多様
性の科学的分析と健康に
及ぼす影響のエビデンス
構築が期待できる。

・小児から高齢者までの
生涯にわたるライフステ

ージに応じた食育推進モ
デルの検討等に還元でき
る。
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移転効果２ 新潟大学地域医療教育センター魚沼基幹病院における

「コホート研究（疫学研究）」の充実

●新潟のメリット

・生活習慣病である糖尿

病や慢性腎臓病（CKD）

予防等の疫学研究の実効

性が高まる。

・県民や地域住民に質の

高い研究成果（エビデン

ス）を還元できる。

●国（研究所）のメリット

・食事摂取基準等の科学

的根拠となる寒冷地（降

雪地）のデータ蓄積、エ

ビデンス構築が期待でき

る。

・当該データ等を健康日

本21等の評価や計画策定

に応用できる。
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移転効果３ 魚沼地域医療連携ネットワーク 「うおぬま・米（まい）ねっと」データの有効活用

●新潟のメリット

・魚沼地域の病院や医師等
のネットワーク強化が図ら
れ、地域住民に安全・安心
な医療、健康・栄養指導が
提供できる。

・当該ネットワークを「新
潟モデル」として全国に発
信できる。

●国（研究所）のメリット

・健康格差や疾病発症・重
症化予防、医療費節減効果
等の分析、検証のための
ビックデータの一部として
活用できる。

・特定検診・保健指導、受
診率向上や治療の機会の確
保の検討等への活用が期待
できる。
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移転効果４ 健康・福祉・医療関連産業の振興

●新潟のメリット

・保健機能食品や機能性災害食を
中心とした食品のほか、健康・福
祉・医療に関連する新商品や新サ

ービスの開発が促進される。

・地域独自の認証制度の実施に向
けた体制が強化される。

●国（研究所）のメリット

・首都直下型地震等の災害時にお

ける健康・栄養管理体制の検討、
構築に活用できる。

・県内事業者等と連携することに
より、健康・栄養の調査研究に様
々な技術を活用できる。

＜代表的な取組事例＞

高齢者等が安心して食べることができる非常食の開発・普及

￭ 一般向け非常食や炊き出しを食べることが困難な高齢者等が安心して
食べられる非常食を開発
￭ 使用者や医療機関のニーズに応える商品開発
￭ 行政機関等の備蓄用として商品提案

ホリカフーズ株式会社

新潟米を活用した食事制限者向けの非常食、日常食の開発・普及

￭ 災害時に食事制限者が安心して食べられる非常食がないことに着目し商品化
￭ 開発におけるトレーサビリティを確立するとともに、患者団体との連携により、
食事制限者が求める商品づくりに注力

有限会社エコ・ライス新潟

高機能舌ブラシの普及

￭ 大学との共同研究により、手軽に口腔ケアができる高機能舌ブラシ「Ｗ-１」を 開発
￭ 各媒体の活用やセミナー等での紹介により、口腔ケアの重要性と舌磨きの習慣
を啓発

SHIKIEN株式会社

ラジウム温泉等の地域資源を活用した健康プログラムの開発・普及

￭ 地域資源の活用
￭ 大学や医療機関、地元の食品会社等と連携したオリジナル旅行商品の開発
（アンチエイジングツアー、低たんぱく“食と学び”のツアー等）

株式会社長生館



2015年11月06日現在　166社（個人・法人）／五十音順

株式会社IHI 株式会社藍匠（魚沼山菜農園）

株式会社相田合同工場 有限会社アイメック

株式会社青芳製作所 株式会社アサツーディ・ケイ新潟支社

株式会社旭創業 有限責任あずさ監査法人 北関東事務所 新潟オフィス

阿部　徳義 株式会社アルプスビジネスクリエーション

株式会社イシザカ 犬井　純

岩塚製菓株式会社 株式会社インパクト

株式会社植木組 株式会社ウェル・ビーイング

H・P未来産業創造研究会 株式会社エクシング

有限会社エコ･ライス新潟 越後工業株式会社

越後製菓株式会社 株式会社エヌエスアイ

FFGSプリントサプライ株式会社 株式会社エフエムラジオ新潟

株式会社 L・Sカンパニー 株式会社遠藤秀平建築研究所

株式会社大沢加工 大西　孝

オフィスサポートきずな 小柳建設株式会社

株式会社加賀田組 柏崎鮮魚商協同組合

金巻　栄作 上村　朋子

神山物産株式会社 亀田製菓株式会社

環境をサポートする　株式会社　きらめき 近畿日本ツーリスト株式会社新潟支店

株式会社金羊社 グリーン産業株式会社

株式会社クルモコーポレーション 株式会社クレセント新潟

ケイセイ医科工業株式会社 株式会社K・ハートデザイン

一般社団法人県央研究所 一般社団法人　健康サポートセンター

広州品田商貿有限公司 高洋産業株式会社

株式会社コロナ 笹川流れすみれ工房

サンアロー株式会社 サンアロー化成株式会社

株式会社サンウッドビーピー 有限会社三栄農産

株式会社三共セラミックス 三幸製菓株式会社

株式会社サンコー 新潟工場 三条信用金庫

株式会社サンファーム泉 三和薬品株式会社

ＳＨＩＫＩＥＮ株式会社 株式会社新交企画

株式会社シンコー 株式会社シンク・ラボラトリー

株式会社真誠 株式会社スタースーパーフーズ・インターナショナルジャパン

株式会社ストックバスターズ 株式会社セキシン産業

セコム上信越株式会社 ソリマチ技研サポートセンター

損害保険ジャパン日本興亜株式会社柏崎支社 株式会社第一印刷所

株式会社大観荘 株式会社大広

株式会社大光銀行 株式会社第四銀行

株式会社大庄 総合科学新潟研究所 株式会社胎内リゾート

大日本印刷株式会社 新潟営業部 大和ハウス工業株式会社 新潟支店

竹井機器工業株式会社 株式会社タケショー

株式会社中越緑地土木 タラ工房 株式会社長生館

つなぐ株式会社 株式会社テレビ新潟放送網

デンカ生研株式会社 株式会社電通

株式会社電通東日本新潟支社 有限責任 監査法人トーマツ　新潟事務所

東洋インキグラフィックス株式会社 株式会社東洋新薬

東洋精箔株式会社 新潟工場 株式会社ドットコム・マーケティング

凸版印刷株式会社 新潟営業所 社会福祉法人苗場福祉会

株式会社ナンバ 学校法人新潟科学技術学園・新潟工業短期大学

一般財団法人新潟県環境衛生研究所 社団法人新潟県環境衛生中央研究所

新潟県総合生活協同組合 社団法人新潟県労働衛生医学協会

新潟巧測株式会社 新潟産業大学

新潟信和サービス株式会社 新潟製粉株式会社

学校法人新潟総合学園 株式会社新潟総合テレビ

株式会社新潟テレビ２１ 株式会社新潟日報社

新潟バイオリサーチパーク株式会社 新潟麦酒株式会社

株式会社新潟博報堂 株式会社新潟放送

新潟ゆうき株式会社 株式会社ニシヒロ

株式会社ニッポン放送 一般財団法人 日本食品分析センター

株式会社日本政策投資銀行新潟支店 公益社団法人日本ダンススポーツ連盟

日本電気株式会社 株式会社野澤組

野村證券株式会社　新潟支店 株式会社バイオテックジャパン

株式会社長谷川電気工業所 八海醸造株式会社

株式会社ハニーインターナショナル 有限会社ビジョン・クエスト

株式会社日立製作所 日比野音療研究所

農業生産法人 ファーマーズカトー株式会社 株式会社福田組

株式会社藤井商店 富士通コミュニケーションサービス株式会社

富士特殊紙業株式会社 株式会社フジノス

富士フイルムグローバルグラフィックシステムズ株式会社 フタムラ化学株式会社

ＮＰＯ法人プロジェクト８８ 株式会社ブルボン

株式会社文化放送 有限会社豊楽

株式会社北越銀行 株式会社ホクショク

ホリカフーズ株式会社 北越農事株式会社

株式会社本間組 まつや株式会社

マリープラチーヌ 株式会社 丸栄製粉株式会社

株式会社ミカサ 株式会社美松

株式会社ミヤトウ野草研究所 株式会社宮野食品工業所

ミラクルリンパスクール 山﨑醸造株式会社

大和タクシー株式会社 やまだ織株式会社

NPO法人UD２１にいがた 株式会社ユニーク総合防災

ユニオンフーズ株式会社 株式会社UniBio

株式会社ライフプロモート 株式会社ワイテム

渡部　正 株式会社笑足ねっと
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各府省庁との意見交換における説明資料  

【（独）工業所有権情報・研修館の一部】  
 
 

① 研修及び宿泊で利用可能な施設の整備状況、宿泊に伴う受講者の費 

 用の見込み  

● 移転候補地である燕三条地域地場産業振興センターは、可動間仕切

で最大 330 名まで収容可能な研修室のほか、大型スクリーンを設置し

ているマルチメディアホール（180 名）や、パソコンが使用できる情 

報研修室（41 台）など、豊富な研修設備を有している。  

  また、ＪＲ上越新幹線燕三条駅周辺には、リーズナブルなビジネス

ホテルが多数あり、シングル 5,000～6,000 円程度で宿泊が可能であ

る。  
 

② 移転により新たな付加価値を創出するための取組（現地学習プログ 

 ラム等）の具体イメージ  

● 2,000 を超えるものづくり企業が集積している燕三条地域は、地方

の中小企業の知財戦略策定を支援する人材を育成するためのフィール

ドワークの場として効果的であり、現地視察を含めた研修など、実践

的な支援人材の育成が期待できる。  
 

③ 受講者や講師の交通利便性を確保する方策  

● 東京圏の交通アクセスに優れた新幹線駅の周辺に候補地を用意して

いる。  

 【移転候補地】  

   燕三条地域地場産業振興センター内（床面積 435 ㎡）  

     住所：新潟県三条市須頃１丁目１７  

     交通アクセス：JR 上越新幹線燕三条駅（燕側出口）徒歩５分  
 

④ 論点整理表における経済産業省の見解について  

● 「知財活用支援センター」を事業管理部門としているが、同センタ 

ーには総勢 13 名のサービス体制によって６つの相談ブースが設置さ

れており、管理部門のみならず、全国一の相談機能を有していると考

えている。  

  本県の提案は、こうした相談機能の移転とともに、企業支援の企画

立案を行う職員との連携や交流により、地方における中堅・中小企業

の知財活用促進と人材育成を想定したものである。  



イベント案内 

センター主催イベント

他団体・企業等主催イベント

情報発信 

情報発信

リサーチコアレポート

ビジネス情報

メールマガジン

地場産センターフォトアルバム

貸し会議室などの利用案内

※このページの最下段に記載してある注意事項を必ずお読みください。

６Ｆ 研修室①～④

①広さ：6.7m×14.5m（97㎡／29坪） ｜ 収容人数：48名 

②広さ：9.0m×14.5m（130㎡／42坪） ｜ 収容人数：72名 

③広さ：9.0m×14.5m（130㎡／42坪） ｜ 収容人数：72名 

④広さ：9.0m×14.5m（130㎡／42坪） ｜ 収容人数：72名

主な用途 

各部屋は可動間仕切で仕切られていますので、4部屋をつないでのご利用や2部屋をつないでのご

利用等、人数に応じて広さを変えてご利用いただけます。

施設利用案内

施設案内

貸し会議室などの利用案内 

メッセピアの施設利用について

リサーチコアの施設利用について

機械設備の貸出し

PC貸出し（情報研修室）

貸し会議室のご利用にあたって 

ご利用にあたって

料金表

利用申込書

リサーチコアの施設利用について

６Ｆ 研修室①～④ ７Ｆ マルチメディアホール
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施設設備 

机(W1.8m×D0.6m×H0.7m)、椅子、演台、ホワイトボード、スクリーン（100型：2.0m×1.5

ｍ）、有線マイク２本、ワイヤレスマイク２本（内１本をピンマイクに変更可）

部屋をつなげた場合の収容人数 

①②：120名 ②③/③④：150名 ①②③：225名 ②③④：255名 ①②③④：330名

利用申し込みはこちら：0256-32-2311

このページのトップへ 

７Ｆ マルチメディアホール

広さ：22.1m×（短10.5m 長13.5m） （286㎡／86坪） ｜ 収容人数：180名

主な用途 

マルチメディアホールには、縦3.9m・横5mの大型スクリーンを設置しております、各種映像に

よる新商品発表会や講演会・学会などに最適です。

施設設備 

机（W1.8m×D0.6m×H0.7m）、椅子、演台、司会台、ホワイトボード、プロジェクター、備

付スクリーン、有線マイク４本、ワイヤレスマイク３本、ピンマイク１本

利用申し込みはこちら：0256-32-2311

注意事項

マルチメディアホールを除く、各会場の施設設備に記載してあるスクリーンは常設ではありま

せん。利用する場合は事前にお申込みください。

各部屋の収容人数は、教室タイプで机・イスを配置した場合（１つの机に３人掛け）の人数で

す。

リサーチコアは、販売・飲食の目的で利用することはできません。

ホーム

お知らせ

交通アクセス

お問い合わせ

リンク集

サイトマップ

このページのトップへ 

センター概要 

燕三条地場産業振興センターとは

建築概要

交通アクセス

情報公開

記者会見一覧

物産・観光情報 

燕三条物産館

燕三条Wing

燕三条金物本舗（ネットショップ）

レストラン メッセピア
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イベント案内 

センター主催イベント

他団体・企業等主催イベント

情報発信 

情報発信

リサーチコアレポート

ビジネス情報

メールマガジン

地場産センターフォトアルバム

施設利用案内

新潟でのパソコンを使用した研修会・セミナーをご計画の方必見！高速道路・上越新幹線からの

アクセスもよく、研修・セミナー用研修会場にぜひ燕三条地場産業振興センターをご利用くださ

い。

Windows７搭載パソコン 合計４１台

燕三条地場産業振興センターでは、常設のデスクトップパソコン４１台を設置した研修会場の貸

出しを行っています。搭載OSはWindows7、光回線で接続されたインターネット環境など、スト

レスの無い設備を用意しております。新潟県の燕三条地域でのパソコンを利用した研修会や発表

会等にぜひご利用ください。

施設利用案内

施設案内

貸し会議室などの利用案内 

メッセピアの施設利用について

リサーチコアの施設利用について

機械設備の貸出し

PC貸出し（情報研修室）

貸し会議室のご利用にあたって 

ご利用にあたって

料金表

利用申込書

PC貸出し（情報研修室）
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精査対象外となった提案に対する再説明  

  【（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 石油開発技術本部  

    技術センター】  
 

１ 精査対象外となった理由  

 ② 官邸と一体となり緊急対応を行う等の政府の危機管理業務を担う 

   機関や、中央省庁と日常的に一体として業務を行う機関（中央省 

   庁そのものの移転と一体の提案を除く）に係る提案、現在地から 

   移転した場合に機能の維持が極めて困難となる提案、提案された 

   機関の機能について現在当該機関が業務として行っていない提案  
 

 ③ 連携する機関の集積や研究成果の蓄積がない等、その地域に移転 

   することで、機能の確保・向上がほとんど見込めない提案  
 

２ 論点整理表における経産省の見解について  

  ❶ 専門人材の確保  

    出向者や技術嘱託などの外部人材が６割を占めており、勤務条件

が大きく変わるため、現在の人的体制を維持できなくなることが懸

念されるとされているが、このような事情は全ての研究機関に共通

することであり、機能の維持、確保の観点から、当該機関が移転で

きない特別な事情があるとは考えにくい。  
 

 ❷ 本部及び近隣の企業・研究機関との連携  

    移転により、本部との兼務（35 名）や隣接する石油資源開発(株)

を始めとする在京企業との共同研究が困難とされているが、本県提

案では、過去に本県においてＪＯＧＭＥＣが在京の民間企業６社と

共同で行った実証実験の実績も踏まえ、充実したエネルギー生産・

開発に係るフィールドの活用に加えて、交通インフラが充実した地

域を候補地として提案しているところである。 

こうしたメリットやデメリットを比較し、提案を踏まえた具体的

な検討をお願いしたい。  
 

 ❸ 業務効率について  

    メタンハイドレート研究開発において、東京圏外への移転により、

資源エネルギー庁を始めとする関係団体との打合せ等密接な連携に

悪影響を及ぼすことが懸念されるとされているが、このような事情

は全ての独立法人にも共通することである。また、本県提案では、

柏崎テストフィールドの効率的な運用も提案している。 

こうしたメリットやデメリットを比較し、提案を踏まえた具体的 

な検討をお願いしたい。  
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 ❹ 産油国との関係強化及び資源外交への影響  

    東京圏外への移転により、産油国政府要人等のＴＲＣ来所が困難

になる場合が生じる恐れがあるとされているが、新潟空港は、成田

国際空港、中部国際空港、大阪国際空港、福岡空港など６路線の国

内線が運航しているほか、ハブ空港である仁川国際空港をはじめと

する３路線の国際線も運航しているなど、国内外の交流拠点として

の機能を十分有しているため、このことも踏まえた具体的な検討を

お願いしたい。  
 

 ❺ 共同研究の中断、技術協力の遅延  

    移転による設備の新設、移設等により研究開発に空白期間が発生

する可能性があるとされているが、このような事情は全ての研究機

関に共通することであり、機能の維持、確保の観点から、当該機関

が移転できない特別な事情があるとは考えにくい。  


